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研究成果の概要（和文）：2018年から国による米の生産数量目標の配分が廃止となった。このことによる水田作
経営の変化として次の諸点が明らかになった。第一は農地の借り入れ増大を主とする経営規模の拡大である。第
二はそれを基盤に売上高規模の拡大が進展したことである。第三はそのようにして形成された大規模水田作経営
において水田の利用は必ずしも高度化していないことである。ただし、第四に主要水田地帯の周縁部などの一部
地域では水田における畑作物の輪作など、水田利用高度化の萌芽的な動きも観察された。そのきっかけは農地の
集約化と通年雇用の導入であった。

研究成果の概要（英文）：The allocation of rice production quantity targets by the government was 
abolished in 2018. The following changes in paddy field crop management resulting from the "
abolition of rice production adjustment" have been identified. The first is an expansion in the 
scale of management, mainly due to an increase in farmland leasing. The second is the expansion of 
the scale of sales based on this expansion. Third, the use of paddy fields has not necessarily 
become more sophisticated in the large-scale paddy farming operations that have been formed in this 
way. Fourth, in some areas, such as the periphery of the main rice paddies, a budding trend toward 
more sophisticated use of rice paddies was observed, such as crop rotation of field crops in the 
rice paddies. This was triggered by the consolidation of farmland and the introduction of year-round
 employment.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 土地利用　生産調整

  １版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
農地は「現在及び将来における国民のための限られた資源であり、かつ、地域における貴重な資源である」（農
地法第一条）が、それを高度に利用しより多くの作物を得るための利用方式につながる萌芽的な動向を観測する
とともに、それが農地の集約化と通年雇用の導入が契機となっていることを明らかにした点。このことは、わが
国の食料自給力向上に向けた制度設計に貢献しうる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 平成 30 年産から国による米の生産数量目標の配分が廃止された（以下、「米生産調整廃止」）。
併せて、米の直接交付金（7,500 円／10a）も廃止された。これらは水田作経営に大きな影響を
与える政策転換であった。「米生産調整廃止」によって米価の変動と下落傾向の強まりが懸念さ
れる一方、「自己の経営にとって最適な作付け計画で生産できるようになり、自己責任を伴いつ
つも経営の自由度が増す」（荒幡（2015））ことも事実である。すなわち「米生産調整廃止」によ
って、水田作経営は作目や技術の選択や水田利用を組み立てがよりシビアに求められ、水田利用
のあり方に差が生じてくるものと考えられた。 
 食料自給力の維持・向上という目標を実現するためには、新たな制度下において、個々の水田
作経営が稲単作的な水田利用から脱却し、より高度な水田利用へ変革していくことが必要であ
り、そのための条件解明が求められる。農家数が急激に減少を続ける中、それは重要かつ喫緊の
課題である。 
 そのためには、「米生産調整廃止」が個々の水田作経営における作付計画や経営規模等を含め
た事業戦略や水田利用にどのようなインパクトを与えるのか、リアルな実態把握とそれに基づ
く分析が必要不可欠であると考え、本研究の実施に至った。 
 
２．研究の目的 
 わが国の食料自給力の維持・向上のためには、東北水田地帯に代表される兼業・稲作の構造か
ら脱却し、水田を水稲のみならず畑作物や園芸作物などの栽培にも利用していくことが求めら
れる。こうした中、政府は平成 30 年産米から国による米の生産数量目標の配分を廃止した。こ
の政策転換によって一層の米価下落と不安定化が懸念され、水田作経営には農産物の市場動向
に応じた水田利用が求められることになる。とりわけ兼業・稲単作地帯においては、水田作経営
モデルおよび水田利用高度化への道筋は未解明である。そこで本研究では、兼業・稲単作地帯に
おける定点観測を通じて「米生産調整廃止」の下で水田利用を高度化するための条件を明らかに
することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 大規模水田作経営に対するアンケートと、大規模水田作経営への聞き取り調査を実施した。ア
ンケートは、東京大学、愛知大学、滋賀大学、島根大学、農研機構の研究者と共同で実施したも
ので、秋田県農林水産部農林政策課の協力を得て実施した。秋田県の 2018 年時点における経営
規模 30ha 以上の水田作経営 201 経営体をリストアップし、2021 年 2月に郵送により配布・回
収を行った。回収率は 52.2％であった。 
 「米生産調整廃止」前後における経営資源（農地・労働力・機械施設）、土地利用（作付動向）、
栽培様式（技術選択）、財務パフォーマンス等の変化を分析した。 
 さらに、稲単作地域における米以外の作物の産地化を目指す農業協同組合（J A）の取り組み
の実態に関して聞き取り調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（1）大規模水田作経営アンケートから、「米生産調整廃止」による経営状況の変化として、第一
に、借地主体のファームサイズの拡大と、それを活かしたビジネスサイズの拡大が進展したこと
が明らかとなった。すなわち、図１より、「米生産調整廃止」による経営状況の変化として、所
有水田面積が増大した経営体が 53%、借入れ水田面積が増大した経営体が 70%と、売上高が増加
した経営体が 45%であった。また、作付けの変化をみると、主食用米の作付面積が増大した経営
体が 56%、JA以外への主食用販売が増大したのが 43%であった。規模拡大が主食用米の作付けと
パラレルに進展し、販売先が多様化していることが示唆された。 
 第二に、図２は水田を稲作と畑作双方に利用するうえで基盤となる技術の採用状況について
みたものである。有効回答のあった 105件に対する実施率を見ると、畑作物の生産強化に必要な
排水改善に取り組んでいた経営が 55％、輪作、プラウを用いた深耕、堆肥施用への取組を行っ
ている経営は、それぞれ 15%、13%、21%に留まっている。「米生産調整廃止」を契機とした水田利
用高度化が進展していない背景には、不作や災害等による生産減少などにより需給がバランス
したことで、平成 30年産以降、主食用米の相対価格が 15,000円/60kg 台後半で堅調に推移し、
大きな変動がなかったことが考えられる。 
 
（2）定点観測した大規模水田作経営の分析からは、第一に 2010年代後半以降の大規模水田作経
営のさらなる経営規模拡大(農地集積)と、経営同士による利用調整や権利調整による農地集約
化の進展が浮き彫りとなった。農地価格の低迷や農地所有者の世代交代によって、農地所有者の
農地への執着が希薄化したことが背景にあると考えられる。 
 第二に、上記アンケートで確認されたのと同様、米および米以外の作物間で相互に単収を高め



るような水田利用秩序の形成及
び水稲作から他作物への大きな
転換もみられなかった。むしろ、
大豆等の畑作物の作付面積を減
らし、非主食用米の作付けを増
やすことで、結果として水稲作
を拡充する行動がみられた。以
上より、「米生産調整廃止」後、
大規模水田作経営においては土
地利用の高度化は必ずしも進展
していないことが明らかとなっ
た。 
 ただし第三に、中核的水田地
帯の周縁部など一部地域では、
水田において大豆-小麦-ソバの
２年３作を行う、いわゆる水田
畑輪作の導入が見られるなど、
水田利用高度化の萌芽的な動きも観察された。そのような経営事例の分析から抽出された水田
利用高度化の契機の一つは集積農地の集約である。大規模経営同士の農地交換等によって集積
した経営耕地を団地化することにより、水稲作以外の機械化可能な土地利用型畑作物が導入可
能となる。もう一つの契機は通年雇用の導入である。年間を通じて人件費を捻出する必要性が米
作以外の部門導入と水田利用の高度化を促すように作用するためである。 
 
（3）土地利用はその地域における農産物の産地形成と密接に関連しており、その点で JAは大き
な役割を有している。秋田県の稲単作地帯に位置する JAの実態分析から、一つには国内の米市
場が縮小していく中で、今後 JAが存立していくためにも水稲以外の作物への作付け転換が重要
となっていること。 
 もう一つには、JA が米以外の作物の販売力強化のための物流合理化施設への投資や、組合員
農家への技術指導強化を積極的に図りつつあることを明らかにした。J Aには、こうした取り組
みを、農地の集積と集約を進める大規模水田作経営も取り込みつつ、その水田利用高度化に繋げ
ることが求められる。 
 
（4）農家数減少が進む中で借地による規模拡大を進めていくと、水路や農道などの農業資源の
保全管理の維持が問題となる。水田を水田として利用していく上で必要な資源保全は、水田利用
高度化に向けた基礎条件である。秋田県における集落営農法人(農事組合法人)の実態分析から、
農業用用排水路や農道といった農業関連資源を保全管理する資源保全組織を複数集落にまたが
る広域組織へ再編するとともに、その広域資源保全組織と農業経営に取り組む資源保全組織と
が緊密に連携しながら一体的な運営を行うことによって、農業資源の保全管理水準を維持しつ
つ、農作物の生産コストを節減しうることが示唆された。 
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